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現代社会学部公開講座

私 たちのエ ネルギーの未来 は?

一大震災 と福島原発事故を受けて一

公開講座プログラム

●開 催 日 時 　 2011年7月23日(土)13:00～16:30

●場 所　　京都女子大学J校 舎420教 室

●講 演　　 「福島で何が起 きたのか?　 一流れを振 り返って」

　　　　　　　　　小波　秀雄　氏

　　　　　　　　　　(京都女子大学現代社会学部　教授)

　　　　　　　　 「日本 と世界の原子力とエネルギーを振 り返る」

　　　　　　　　　齋藤　伸三　氏

　　　　　　　　　 (日本原子力研究所 ・元理事長、 日本原子力学会 ・元会長)

　　　　　　　　 「自然エネルギーを活用 した持続可能な社会を展望する」

　　　　　　　　　飯田　哲也　氏

　　　　　　　　　 (環境エネルギー政策研究所　所長)

●総 合 討 論

講演の要旨

　 3月11日 の東 日本大震災に引 き続いて起 き

た福島第一原子力発電所 の事故は、 これまで

の原子力依存のエネルギー政策に根底 か らの

大 きな疑問符 を突 きつける もの となった。 ま

た事故以來 国土に放出 された大量の放射性物

質の問題、各地の原子力発電所 の運転 に関す

るさまざまな問題 は、 日本社会 にかつ てない

激 しく活発 な論争 を巻 き起 こしている。その

論争のひ とつの焦点は、我が国、 ひいては世

界が、エ ネルギー をどの ように確保 して持続

的 な社会 を形成 していけるのか とい う点 にあ

るといって よいだろ う。

　そのような状況のなかで、 この公開講座 で

は、原子力学会や関連機関に指導的な役職に

たず さわって、国の原子力政策 にも関わって

来 られた齋藤伸三氏 と、原子力工学 の出身で
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現在再生エネルギーの利用推進 のための活動

に大 きな役割を果た してお られる飯 田哲也氏

の両氏 を招いて、異なる立場 か ら議論 を展 開

していただ き、市民や学生に考 える機会 を提

供するこ ととした。

　プログラムではまず、本学 の小波秀雄が福

島原発事故の経過につ いて、現在知 りうる情

報 を元 に して解説 を行 った。原子炉 の構造や

仕組み についての基本的 な知識 にもとついて、

事故の経過が どの ようなものであったのか、

そ して引 き続 いて起 きている放射性物質 によ

る汚染 についても触 れて、引 き続 く講演のた

めの予備知識 を参加者 に提示 した。

　 引 き続 く講演において、齋藤氏 はまず世界

が抱 えているエネルギー事情 について、各 国

の一次エネルギーの構 成、化石燃料の資源量

と受給の逼迫、二酸化炭素排 出削減の必要性

等を考慮 した見通 しを述べ た。その中で、現

在期待 されている 自然エネルギーについては、

エネルギー密度が低 く、不安定、高 コス トの

点を大幅に改善する必要が あ り、幾つかの国

で政府が挺入れ してい るが、基幹エ ネルギー

とはならないとい う判断を示 した。

　次 に、政府の 「エ ネルギー計画2010」 を元

に、エネルギー政策の基本 として 「セキュ リ

ティの確保、温暖化対 策、供給 の効率性、環

境エネルギー分野での経済成長実現、エネル

ギー産業構造の改革」が必要であること、そ

れを受けて2030年 に向けたエネルギー需給構

造の抜本的改革 の必要性が強調 された。その

中でゼロ ・エ ミッシ ョンの達成 のために新エ

ネルギーの重要性 は高 まるが、 コス トと安定

性か らそれ には限界があるために、原子力発
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電が必要であるとい う主張が なされた。

　 こ こで福 島原発事 故 を受 けて、 どの よ う

な対応が必要であ るか につ いて、「政府、規

制当局、事 業者が原点 に立 ち返 って 猛省 し、

その上で、世界の最先端 をい く安全設計 ・審

査 指針 ・規 制体系 の下 に規 制 を遂 行す るこ

と」、「防災に関 して原子力災害特別措置法の

効果 を検証 し、効率的、効果的、機動的な も

の とす ること」、「政府、原子力 関係者 は、 日

常的に国民、立地　地域住民 との対話 を重 ね、

相互理解 を深める」 とい う3点 が示 された。

　最後に、今後の見通 しに対す る斎藤氏の私

見 として次のまとめが示 された。(1)短期的に

は、原子力の役割低減は避け られない。化石

燃料 の中で もCO2排 出量の少ない天然ガスの

利用拡大を図る。(2)原子力発電 に関 しては、

世界最先端の安全設計審査指針 ・規制体系等

を構築 し、国民、立地地域住民の信頼回復 に

努め る。(3)太陽光、風力発電等の再生可能エ

ネルギーの導入 を無理 のない範囲で促進す る。

しか し、到底、原子力 の代替 とはな り得 ない。

(4)再生可 能エ ネル ギー、 電気 自動 車、 自家

発電、燃料電池等 を 利用 した分散型エ ネル

ギーの供給 ・利用 システム(ス マー トグリッ

ド等)を 構 築す る。(5)国民や企業の省エネ意

識、行動 を促進す るとともに、あ らゆる機器、

装置のエネルギー利用効率を上げる。

　次に飯 田哲也氏が登壇 して、 まず原子力発

電が抱 えるさまざまの問題点 について福 島事

故以降の事情 も踏 まえなが ら解説を行った。

その 冒頭で、「ドイツが フラ ンスか ら原発 の

電力を買 つている」 とい う話 について、2009

年 には ドイツか らフランス に向けて3TWh

の電力が売 られていて、他 に も同様の誤 った
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認識があると指摘 された。 さらに原発事故の

影響 による電力事情の逼迫については、経済

産業省、原子力業界に よつて危機感が誇張 さ

れている一方で、事故対策については数 々の

課題が積 み残 された ままになっていることが

示 された。特 に福 島後 の 「最低限の倫理」 と

して、現状の 日本の原子力発電所については

「無車検運行」つ ま り現 時点で安全基準が失

効 していて、 さらに 「無保険運行」つ ま り現

時点で原子力損害賠償が無効 となっている と

い う指摘が なされた。

　 ここで、飯田氏 は2000年 以 降の 「原子力 ル

ネサ ンス」 につ いての批判的検証を行い、原

子炉の平均寿命が想定 よ りもはるかに短い22

年にす ぎず、老朽化や劣化 に対応す ることは

不可能な状態が現れて きていること、度重 な

る トラブルや老朽化対策等によって原発 の発

電コス トが急激 に上昇 していて 「安い電力」

とは言えな くなっていることが示 された。そ

の上で、現在 しばしば引 き合いに出される自

然エ ネルギー と他の電源の発電単価の比較 に

ついて、前者 を不当に高 くつ くもの として評

価 しているという指摘 もなされた。

　次に 「人類史 ・第4の 革命」 というタイ ト

ルで新エ ネルギーに関する現状 と未来像が示

された。 まず 自然エネルギーの本命 とされ る

風力発電 と太陽光発電の年 ごとの伸びは2000

年代後半か ら急速に大 き くなってお り、一方

で原子力の伸 びはマイナスに転 じて きてい る。

これ を支 えているのは、 ドイツ、デ ンマー ク、

イン ド、中国等の国々における国内法の整備

が大 きく、 日本は太陽電池の初期の段階で多

少の貢献 をしたが、今 となっては各国に大 き

く水 を開け られている現状であることが多数

のグラフを使 って示 された。なお、 これ らの
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国内法 において電力の全量買取(FIT)が 義

務付 けられてい ることについての 日本国内で

さまざまの反対意見が出 されているが、それ

について飯 田氏は個別 に挙 げて反論 を加 えた。

まず、電気代 が高 くなる とい う批 判 に対 し

て、FITの 下で も普及 に伴 って発電単価 は減

少 し、買取価格 も減少 していること、一方 で

原発 は安全強化、事故保証、廃棄物処分な ど

の コス ト要因で価格が急騰 してい く見通 しが

あること、 まだ 自然エネルギーの負担 は、将

来への投 資 として見返 りがあるこ とが述べ ら

れた。電力の安定供給に対する不安 と批判 に

つ いては、大規模化 による風力変動の吸収、

スーパーグ リッドを使 った広域連携 による安

定供給の確保が現実 にな りつつあることが示

された。 その他、「企業が海外 に逃げる」、「金

持 ち優遇で不公平」 といった批判 についても、

政策的対応で カバーで きることを外国の事例

も挙げて反証 した。

　その後、飯田氏 は福 島事故で露呈 した電力

会社の 「計画停電」 という名前の 「無計画停

電」の問題、賠償スキームの問題点について

触れ、東京電力 を将来的に解体 してい くこと

が必要である という認識 を示 した。 また、変

化 を阻む要因 として電力の独 占、縦割 り行政、

社会的合意形成の遅れがあ るこ とを示 した。

その あ と、「東北エ ネルギー復興支援計 画」

を立ち上げて2020年 までに東北地方のエ ネル

ギー を自然エ ネルギー100%へ 転換 させ る こ

とを提唱 し、そのための住民合意の形成 につ

いて もデ ンマークの例 を引いて具体 的な提案

がな された。

　以上で講演が終了 し、休憩の後、齋藤氏 と

飯田氏の間で確認のための短 い議論 を行 った。
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その後、会場の参加者か らの質問を もとに、

質疑応答 がなされた。質問の主な もの として

は、ス トレステス トの内容 と信頼性、 ドイツ

と日本 との状況の違いの理 由、 ヨーロッパ に
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おける自然エネルギー導入の詳細 に関す るな

どものがあ り、それ らについて両氏 よ り回答

が なされた。

(小波秀雄)


